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令和 6 年度上期 渡辺記念会 

調査研究課題名 

「日本の宇宙空間の安定的かつ持続的な利用の確保に資する民間による SSA 支援事業の検討」 

調査研究報告書概要 

一般財団法人 日本宇宙フォーラム 

１１．．調調査査研研究究課課題題名名  

日本の宇宙空間の安定的かつ持続的な利用の確保に資する民間による SSA 支援事業の検討 

２２．．調調査査研研究究結結果果概概要要  

宇宙状況把握（Space Situational Awareness : SSA）は、米空軍が始めた事業で、欧州でも EU 主導による「EU 

Space Surveillance and Tracking : EU SST」が域内・域外の宇宙事業者向けＳＳＡサービスを展開し始めた。一

方、米国では民間企業によるＳＳＡサービス事業者が立ち上がるとともに、米商務省（ＤＯＣ）が、米軍に代わっ

てサービスを提供するための準備を進めている。日本国内では、防衛省がＪＡＸＡの支援を得て、唯一のＳＳＡ事

業者として、ＳＳＡ運用システムを整備・運用しているが、デブリ等の基本的なデータベースの大半は、米空軍に

依存しているのが、現状である。 

 宇宙が真剣なビジネスの場となった昨今、産官学とのネットワークを活かし、日本国内の民間事業者が安心安

全で事業展開するための SSA 体制構築を目指し、日本国内の民間による SSA 新事業の在り方、及びその実現

性を検討した。併せて、LEO 軌道混雑化回避のための衛星運用規制案についても検討した。 

３３．．調調査査研研究究のの目目的的  

3.1 調査目的 

日本は人工衛星を打ち上げる独自のロケット技術を持つ国であり、運用する衛星数も単独の国としては、5 番目

に位置する宇宙大国である。日本政府は防衛省自衛隊宇宙作戦群が安全保障の観点から我が国の SSA 体制

の中核となるべくシステム構築の準備を進めているが、国内の民間企業が保有する衛星の運用をサポートする

SSA 体制が構築されていない。 

さらには、日本の宇宙に係る運用の基本法である宇宙活動法にはロケット打上げ及び衛星打上げ運用は認可

対象とされているのみで、認可を受けた事業者が認可条件通り事業を進めているかの国による監視が行われて

いない上、報告の義務も要求していない。（“内閣総理大臣は、必要な報告を求める“と、宇宙活動法で規定し

ている。（第三十一条）） 

日本の宇宙ビジネスを行う企業が急拡大している中で、新たに国内に初めて SSA サービス企業が立ち上がる計

画もあり、その実現性等調査研究を実施する。 

44．．調調査査研研究究のの実実施施内内容容  

4．１ 関連情報の収集 

（１）宇宙活動法平成 28 年 11 月 16 日法律第 76 号1

（2）令和 2 年度経済産業省 政府衛星データのオープン＆フリー化及びデータ利活用環境整備・データ利

1 人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律 (shugiin.go.jp) 

使う自然言語へと大きく近づいてきており、すなわち生成 AI が未来の形を“言語”を用いて

概念化できる可能性すらある。また、生成 AI は自然言語のように曖昧さを獲得し、偏見や差

別の助長、虚偽情報の拡散、個人情報の侵害などの恐れがある。これは言語の恣意性にも繋が

るものである。すなわち、大規模自然言語処理モデルである生成 AI を通して人間の言語自体

が倫理の本質に深く関わってくるというアプローチを明らかにした。人間は「ことば」によっ

て内部世界である「こころ」を標準化・一般化して外部世界へと繋げて他者と共有できるよう

になり、また「こころの理論」により相手の立場になって考え（共感）他者の内部世界も創造

できるようになった。しかし、ここには社会にバイアスを与える大きな危険性があり、まさに

「倫理」が必要である。

第 4 回シンポジウムでは、「戦争における倫理と法」として、宇野 重規教授（東京大学社会

科学研究所所長）による基調講演および小和田 恆先生（元国際司法裁判所長）による特別講演

が行われ、個人や国家の道徳・倫理、争うという人間の本能について議論が交わされた。フロ

イトの精神分析理論によれば、人間は「生への欲動」と「死への欲動」の両価性をもっており

文化の発展によりこの欲動がコントロールされる。トマス・ホッブズの「リヴァイアサン」に

記述されているように国家（怪物）が社会を統制し戦争に導いてしまうことは、個人の倫理だ

けでは説明が付かず国家の倫理という視点が不可欠である。

第 5 回シンポジウムでは、「医療と倫理」について寳金 清博総長（北海道大学）による特別

講演および大橋 俊朗教授（北海道大学）による基調講演が行われ、医療倫理として「医療資源

の平等な配分」と「生命の延長」について議論が展開された。医療における正義を考えるとこ

の両者は正義であるが、トリアージや生命操作の問題は医療倫理の問題として医療従事者者の

みならず非医療従事者を含めた国民全体の議論が求められる。

最後に、「人類の安寧とより良き生存」の実現のためには、こうした個別専門知を集団知（国

民全体の知）に昇華させるべく社会実装の手段となる工学教育に軸足を移すことが必要である

との認識に至り、第 6回シンポジウム「工学教育の原点 – 人生の基盤となる「乳幼児期」か

ら見つめる」を開催した。このシンポジウムは、本調査研究の一つの到達点であると同時に、

社会実装として新しい工学倫理教育の方法論の構築に向けた起点となるものである。

以上のシンポジウム開催を通して、新しく生きた未来志向の「工学倫理」として以下を提言

する。

1) 「人間中心の工学倫理」から「自然中心の工学倫理」への転換を図るべきである。すなわ

ち、生物・非生物そしてその相互作用で成立している生態系全体を深く感じ理解する「共感」

を基盤とした工学倫理の再構築が望まれる。

2) 人文・社会科学、自然科学を跨ぐ環学的アプローチによる新しい工学倫理の再構築を図る

べきである。

3) 「人類の安寧とより良き生存」の実現のためには、人類の生存を脅かす戦争、脅かす可能性

のある生成 AI、人類の生命操作にもかかわる医療において、人間の本質である「言語」、「生

と死への情動」、「生への希求」を深く理解するべきである。

R6-597

「日本の宇宙空間の安定的かつ持続的な利用の確保に資する

民間によるSSA支援事業の検討」

調査研究報告書概要

一般財団法人　日本宇宙フォーラム

青木　定生
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用促進事業（民間事業者への宇宙状況把握サービス提供のためのプラットフォームの構築に向けたフィ 

ージビリティスタディ事業）調査報告書 （2021 年 3 月 31 日 株式会社三菱総合研究所） 

（3）SSA 関連データ／サービスを提供する既存の機関・企業の現状調査（調査対象は以下）

日本 ①日本のSSA体制（情報の最新化）

日本 ②JAXAのSSAシステムの構成（情報の最新化）

US ③米宇宙軍（連合宇宙運用センター：CSpOC）

US ④米商務省

EU ⑤EU SST (Space Surveillance and Tracking)

欧 ⑥フランス

欧 ⑦ドイツ

欧 ⑧イタリア

欧 ⑨イギリス

ロシア ⑩ROSCOSMOS（ロシア宇宙庁）

AU ⑪オーストラリア(AUSSpOC)

IND ⑫インド

Korea ⑬韓国

国際 ⑭International Scientific Optical Network (ISON)

国際 ⑮SDA

US ⑯COMSPOC社（米・民間）

US ⑰LEOLABS社（米・民間）

US ⑱スリングショット社（米・Slingshot Aerospace, Inc.）

US ⑲ExoAnalytic社（米・民間）

US ⑳ a.i-solution

US ㉑ iSpace（ロッキードマーチン）

US ㉒ Kratos

US ㉓ Niumerica

US ㉔ H3Harris

日本 ㉕ LSAS Tec

日本 ㉖ Star Signal Solutions株式会社

((44)) 国国内内のの宇宇宙宙利利用用民民間間事事業業者者のの現現状状

日本の衛星打上げ（LEO）の現状 

SSA 活動で特に重要な LEO 軌道に残存する日本

起源の衛星打上げ履歴を右図に示す。1971 年打

上の“TANSEI 1 号“以降、2025 年 3 月打上の民間 

SAR 衛星”QPS-SAR-9“まで、約 100 機が打上げら

れている。政府始め民間企業はコンステレーション 

の計画が立案されているが、現状では米欧中のよ 

うな大規模なコンステレーション計画は顕在化せず、 

２機/年程度となっている。（情報収集衛星は除く） 
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1913年9月8日

1927年5月18日
1941年1月24日
1954年10月3日
1968年6月11日
1982年2月18日

1995年10月28日
2009年7月6日

2023年3月15日
2036年11月21日

0 20 40 60 80 100 120

1971年2月16日
TANSEI 1 (MS-T1)

2025年3月15日
QPS-SAR-9

出典：Space-track.org のデータをもとに著者作成 
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各国の軌道上物体登録比較を下表に示す。 

COUNTRY 不明 衛星 ロケット機体 デブリ 小計(1) 衛星 ロケット機体 デブリ 小計(2) 合計(1+2)

ロシア 17 1576 1046 4019 6658 2168 2944 13196 18308 24966

ESA 0 104 7 19 130 16 4 29 49 179

フランス 0 120 167 352 639 22 90 706 818 1457

ドイツ 0 86 0 1 87 37 0 1 38 125

インド 1 112 41 42 196 38 34 486 558 754

ISS 0 5 0 0 5 1 0 100 101 106

イタリア 0 63 2 0 65 34 0 2 36 101

日本 3 202 55 42 302 121 83 357 561 863

中国 281 886 236 4325 5728 313 342 2128 2783 8511

韓国 6 44 3 0 53 6 1 0 7 60

スペイン 0 48 0 0 48 30 0 0 30 78

イギリス 0 718 1 0 719 26 0 5 31 750

USA 4 9508 774 3983 14269 3247 818 5629 9694 23963

ALL
COUNTRIES
TOTAL:

562 14526 2370 12834 30292 6552 4337 22761 33650 63942

軌道上 落下済み

主な各国の衛星等打上状況

LEO で衝突事故が懸念される“メガコンステレーション”計画の現状を下表に示す。高度約６５０キロ以下が最も

危険な領域である。 

StatusCountryAltitudeTotal Satellites 
Planned

Constellation

640 launched
620 operational

6 re-entered

UK1,200 km716OneWeb Gen1

Planning6,372OneWeb Gen2
4,015 launched 

3,549 operational
361 re-entered

US540 – 570  km4,408Starlink Gen1

1,724 launched
1,107 operational

26 re-entered

US523 – 530 km7,500Starlink Gen2A

PlanningUS328 – 614 km22,488Starlink Gen2
2 launchedUS590 – 630 km3,232Kuiper
8 launched

4 operational
US450 – 500 km2,000Lynk

1 launchedPapua New Guinea700 km243AST SpaceMobile
First launch 2024?Canada1,015 – 1,325 km1,969Lightspeed

15 launched
9 operational

China880 – 1,110 km966Xingwang

PlanningChina590 – 1,145 km12,992Guanwang (GW)
FiledRwanda550 – 638 km327,320Cinnamon/eSpace

出典：Space-track.org 

出典：Space Sustainability:An Overview,Victoria Samson,Secure World foundation Presentation for LSAS Aerospace and Defence Workshop 

Tokyo,Japan July 10,2024 
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用促進事業（民間事業者への宇宙状況把握サービス提供のためのプラットフォームの構築に向けたフィ

ージビリティスタディ事業）調査報告書 （2021 年 3 月 31 日 株式会社三菱総合研究所） 

（3）SSA 関連データ／サービスを提供する既存の機関・企業の現状調査（調査対象は以下） 

日本 ①日本のSSA体制（情報の最新化）

日本 ②JAXAのSSAシステムの構成（情報の最新化）

US ③米宇宙軍（連合宇宙運用センター：CSpOC）

US ④米商務省

EU ⑤EU SST (Space Surveillance and Tracking)

欧 ⑥フランス

欧 ⑦ドイツ

欧 ⑧イタリア

欧 ⑨イギリス

ロシア ⑩ROSCOSMOS（ロシア宇宙庁）

AU ⑪オーストラリア(AUSSpOC)

IND ⑫インド

Korea ⑬韓国

国際 ⑭International Scientific Optical Network (ISON)

国際 ⑮SDA

US ⑯COMSPOC社（米・民間）

US ⑰LEOLABS社（米・民間）

US ⑱スリングショット社（米・Slingshot Aerospace, Inc.）

US ⑲ExoAnalytic社（米・民間）

US ⑳ a.i-solution

US ㉑ iSpace（ロッキードマーチン）

US ㉒ Kratos

US ㉓ Niumerica

US ㉔ H3Harris

日本 ㉕ LSAS Tec

日本 ㉖ Star Signal Solutions株式会社

((44)) 国国内内のの宇宇宙宙利利用用民民間間事事業業者者のの現現状状

日本の衛星打上げ（LEO）の現状

SSA 活動で特に重要な LEO 軌道に残存する日本

起源の衛星打上げ履歴を右図に示す。1971 年打

上の“TANSEI 1 号“以降、2025 年 3 月打上の民間

SAR 衛星”QPS-SAR-9“まで、約 100 機が打上げら

れている。政府始め民間企業はコンステレーション

の計画が立案されているが、現状では米欧中のよ 

うな大規模なコンステレーション計画は顕在化せず、 

２機/年程度となっている。（情報収集衛星は除く） 
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（２）提言 2

提提言言 11 をを実実現現すするるたためめのの民民間間のの枠枠組組みみ（（素素案案））

提言１を実現するための民間の枠組み 

・JSF：全体とりまとめ 

・国内連携

＋LSAS Tec：解析システム

（日本国内で唯一、SSA サービスを展開して 

いる企業） 

＋Star Signal Solution: SSA サービス

（JAXA 社内ベンチャーでシステム開発中） 

＋NEC：パラボラアンテナ 

（宇宙用パラボラアンテナ開発で大きな実績がある。） 

・海外連携： 

＋EU SST（EU が推進する SSA サービス提供のコンソーシアム） 

＋TraCCS（米国商務省が開発中の SSA サービスシステム） 

＋CSｐOC（米国宇宙軍が推進する SSA サービスで、最も実績がある） 

（３）提言 3

LLEEOO 軌軌道道のの混混雑雑回回避避ののたためめにに、、現現行行宇宇宙宙基基本本法法がが追追加加でで具具備備すすべべくく関関連連条条項項等等のの提提案案

フランスの新宇宙法の技術規制（2024 年発効）は最も参考にすべき案である。（下記） 

EEvvoolluuttiioonn ooff tthhee tteecchhnniiccaall ttooppiiccss aaddddrreesssseedd bbyy tthhee TTRR NNGG ((新新技技術術規規制制))

（（ココンンスステテレレーーシショョンンにに関関すするる具具体体的的なな要要件件））

 ココンンスステテレレーーシショョンン（（衛衛星星数数 1100 基基超超））おおよよびびメメガガココンンスステテレレーーシショョンン（（衛衛星星数数 110000 基基超超））

衛衛星星数数にによよるる廃廃棄棄（（デデオオーービビテテーーシショョンン／／パパッッシシベベーーシショョンン））要要件件のの成成功功へへのの影影響響：：

 衛衛星星数数がが 5500 基基未未満満ののココンンスステテレレーーシショョンンのの場場合合、、PP（（廃廃棄棄確確率率）） >> 00..99 ++ NN xx 00..000011。。

NN ははココンンスステテレレーーシショョンンのの衛衛星星数数

 衛衛星星数数がが 5500 基基をを超超ええるるココンンスステテレレーーシショョンンのの場場合合、、PP >> 00..9955。。

 メメガガココンンスステテレレーーシショョンンのの損損害害リリススククはは、、全全衛衛星星数数でで 11EE--0022 未未満満

 地地球球再再突突入入ままででのの最最大大廃廃棄棄時時間間：：

 衛衛星星数数がが 11,,000000 基基未未満満のの場場合合はは 55 年年

 衛衛星星数数がが 11,,000000 基基をを超超ええるる場場合合はは 22 年年

（４）提言 4

SSSSAA のの必必要要性性やや増増々々混混雑雑化化すするる宇宇宙宙のの交交通通ルルーールル（（SSppaaccee TTrraaffffiicc MMaannaaggeemmeenntt：：SSTTMM））のの必必要要性性等等ののアアウウトト

リリーーチチ活活動動のの展展開開にに関関すするる提提案案

宇宙活動が、新たな転換期を、迎えていることの周知が必要。Starlink 衛星等の LEO コンステレーション計画

の進展により、2023 年末ごろから、デブリ数よりも、運用中の衛星数が上回る事態になってきた。 

JSF（当面のとりまとめ）

LSAS Tec

NEC
Star Signal Solution

(SSS)と連携

国内の衛星運用者

国内の衛星開発事業者CSpOC

EU SST
US DOC（TraCCS）

TOMO・E GOZEN
データ処理・アーカイブ

（SSS＋JSGA）

出典：吉冨進、青木定生(JSF)、小野勝弘(NEC)、亀井雅

也(富士通)、平成 24 年「スペースデブリ総合監視・解析セ

ンター構想案」、第 56 回宇宙科学技術連合講演会発表、

著者加筆
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４４．．２２  調調査査・・分分析析結結果果ののままととめめ・・提提言言  

（１）提言 1

国国内内ののロロケケッットト打打ちち上上げげササーービビスス事事業業者者及及びび衛衛星星事事業業者者（（ススタターートトアアッッププ企企業業をを含含むむ））がが安安心心ししててそそれれぞぞれれ

のの事事業業展展開開がが可可能能なな民民間間主主導導のの SSSSAA シシスステテムム構構築築案案のの提提案案

SSSSAA シシスステテムム構構築築案案  

民民生生 SSSSAA ササーービビススセセンンタターーののシシスステテムム構構成成をを下下図図にに示示すす。。  

所所有有すすべべきき LLEEOO 監監視視レレーーダダはは廉廉価価ななパパララボボララ式式、、光光学学系系はは LLEEOO・・GGEEOO 観観測測可可能能なな柳柳沢沢式式22  

事事業業モモデデルル  

事業モデルとして、下記のとおり 3 形態を考案した。 

2 LEO Uncatalogued Space Debris Detection and Orbit Characterization through Multi-Site Optical Observations, 22nd IAA Symposium on Space 
Debris, 14-18 October 2024,22nd IAA Symposium on Space Debris 

柳沢式マルチ光学観測系

出典：吉冨進、青木定生(JSF)、小野勝弘(NEC)、亀井

雅也(富士通)、平成24年「スペースデブリ総合監視・解

析センター構想案」、第 56 回宇宙科学技術連合講演

会発表

出 典 ： LEO Uncatalogued Space Debris 

Detection and Orbit Characterization 

through Multi-Site Optical Observations, 

22nd IAA Symposium on Space Debris, 
14-18 October 2024,22nd IAA Symposium 
on Space Debris 

出典：令和２年度 METI 調査報告

書(民間事業者への SSA サービス

提供のためのプラットフォームの

構築に向けた FS 事業) 

－ 4－ － 21 －
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（２）提言 2

提提言言 11 をを実実現現すするるたためめのの民民間間のの枠枠組組みみ（（素素案案））

提言１を実現するための民間の枠組み 

・JSF：全体とりまとめ

・国内連携

＋LSAS Tec：解析システム

（日本国内で唯一、SSA サービスを展開して 

いる企業） 

＋Star Signal Solution: SSA サービス 

（JAXA 社内ベンチャーでシステム開発中） 

＋NEC：パラボラアンテナ 

（宇宙用パラボラアンテナ開発で大きな実績がある。） 

・海外連携：

＋EU SST（EU が推進する SSA サービス提供のコンソーシアム）

＋TraCCS（米国商務省が開発中の SSA サービスシステム） 

＋CSｐOC（米国宇宙軍が推進する SSA サービスで、最も実績がある） 

（３）提言 3

LLEEOO 軌軌道道のの混混雑雑回回避避ののたためめにに、、現現行行宇宇宙宙基基本本法法がが追追加加でで具具備備すすべべくく関関連連条条項項等等のの提提案案

フランスの新宇宙法の技術規制（2024 年発効）は最も参考にすべき案である。（下記）

EEvvoolluuttiioonn  ooff  tthhee  tteecchhnniiccaall  ttooppiiccss  aaddddrreesssseedd  bbyy  tthhee  TTRR  NNGG  ((新新技技術術規規制制))  

（（ココンンスステテレレーーシショョンンにに関関すするる具具体体的的なな要要件件））

 ココンンスステテレレーーシショョンン（（衛衛星星数数 1100 基基超超））おおよよびびメメガガココンンスステテレレーーシショョンン（（衛衛星星数数 110000 基基超超））

衛衛星星数数にによよるる廃廃棄棄（（デデオオーービビテテーーシショョンン／／パパッッシシベベーーシショョンン））要要件件のの成成功功へへのの影影響響：：

 衛衛星星数数がが 5500 基基未未満満ののココンンスステテレレーーシショョンンのの場場合合、、PP（（廃廃棄棄確確率率））  >>  00..99  ++  NN  xx  00..000011。。

NN ははココンンスステテレレーーシショョンンのの衛衛星星数数

 衛衛星星数数がが 5500 基基をを超超ええるるココンンスステテレレーーシショョンンのの場場合合、、PP  >>  00..9955。。

 メメガガココンンスステテレレーーシショョンンのの損損害害リリススククはは、、全全衛衛星星数数でで 11EE--0022 未未満満

 地地球球再再突突入入ままででのの最最大大廃廃棄棄時時間間：：

 衛衛星星数数がが 11,,000000 基基未未満満のの場場合合はは 55 年年

 衛衛星星数数がが 11,,000000 基基をを超超ええるる場場合合はは 22 年年

（４）提言 4

SSSSAA のの必必要要性性やや増増々々混混雑雑化化すするる宇宇宙宙のの交交通通ルルーールル（（SSppaaccee  TTrraaffffiicc  MMaannaaggeemmeenntt：：SSTTMM））のの必必要要性性等等ののアアウウトト

リリーーチチ活活動動のの展展開開にに関関すするる提提案案

宇宙活動が、新たな転換期を、迎えていることの周知が必要。Starlink 衛星等の LEO コンステレーション計画

の進展により、2023 年末ごろから、デブリ数よりも、運用中の衛星数が上回る事態になってきた。 

JSF（当面のとりまとめ）

LSAS Tec

NEC
Star Signal Solution 

(SSS)と連携

国内の衛星運用者

国内の衛星開発事業者CSpOC

EU SST
US DOC（TraCCS）

TOMO・E GOZEN
データ処理・アーカイブ

（SSS＋JSGA）

出典：吉冨進、青木定生(JSF)、小野勝弘(NEC)、亀井雅

也(富士通)、平成 24 年「スペースデブリ総合監視・解析セ

ンター構想案」、第 56 回宇宙科学技術連合講演会発表、

著者加筆
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報告概要

科学技術館の展示史に見る産業技術の変遷から技術史への興味を促す教育手法の調査研究 

公益財団法人日本科学技術振興財団・科学技術館

中村 隆

１．調査研究の背景・目的

産業技術史の教育は、主に大学など限られた場所と対象者に行われているが、その大学においてもあ

まり重視されていない現状にある。本来は現在の産業技術を学ぶさらには活用するうえでも重要な分野

であり、ゆえに青少年を主体に広く一般に向けても行われるべきものである。しかし、大学などでの教

育の内容をいきなり青少年に向けて行うことはできない。

そこで、60 年の歴史を持ち、各産業分野が出展者となっている科学技術館の展示の歴史から産業技術

の変遷を整理し、その結果をもとに、産業技術史に興味を持ってもらうきっかけをつくる科学館ならで

はの教育手法について考察することした。

本調査研究は、科学技術館の産業技術の展示の歴史を調査し、同時、来館者の産業技術史の学習に対

する意識も調査して、それらの結果をもとに、従来の産業技術史の資料も参照して、青少年を主体に広

く一般に向けた産業技術の変遷をテーマにした学習プログラムの構成を考案することを目的とした。

２．調査研究の内容

本調査研究は、以下の内容を実施した。

（１）科学技術館の産業技術の展示史の調査

科学技術館の過去の展示ガイドブックや記録写真などの資料を収集して整理し、鉄鋼や原子力など

科学技術館が扱ってきた各分野の産業技術の展示の内容からその産業技術の変遷を調査した。

（２）来館者の産業技術史の学習に関する意識調査

来館者にアンケートを行い、産業技術史の学習についての意識を調査した。アンケートは、科学技

術館の映像シアターで開催する科学ライブショーの参加者を対象とした。科学ライブショーのプロ

グラムの中で、産業技術について取り上げ、ライブショーの終了後に参加者にアンケートを行った。

（３）産業技術の変遷をテーマにした教育の手法の考察

（１）および（２）の結果をもとに、科学館ならではの産業技術の変遷をテーマにした教育手法に

ついて考察した。考察にあたり、収集資料を使った展示や外部で発見された約 50 年前に科学技術

館で上映されていた 360 度の全周映像を借用して VR 再現上映などを行い、来館者の反応も参考と

した。

３．調査研究の結果と考察

（１）科学技術館の産業技術の展示史の調査

収集した資料のうち、ガイドブック類 36 点、リーフレット類 12 点、記録写真 1592 点をデジタル化

し、これらをもとに科学技術館の「鉄鋼」、「原子力」、「建設」、「情報通信」の４つの展示室の変遷につ

いてまとめた。表１に「鉄鋼」展示室の変遷の一部を示す。変遷は、当時の展示のコンセプトと特徴的

な展示を合わせてまとめた。

6 

青（衛星）が赤（デブリ）より多くなった。（2023 年末） 緑（衛星）が赤（デブリ）高度 600 キロ以下で多くなった。 

このような宇宙環境（特に、LEO）の激変に対して、 

IIAADDCC33声声明明（（22002222 年年 22 月月））はは、、「「どどののよよううなな緩緩和和策策（（デデブブリリ低低減減策策））ももももははやや十十分分ででははなないい」」⇒Remediation（修復）

が必須であると明言している。 

ここのの声声明明のの趣趣旨旨をを満満たたすすたためめ、、IIAADDCC はは以以下下ののここととをを推推奨奨ししてていいるる。。  

 運運用用者者にに対対しし、、既既存存のの軌軌道道上上デデブブリリ軽軽減減ガガイイドドラライインンにに従従いい、、ミミッッシショョンン後後のの処処分分信信頼頼性性をを可可能能なな限限りり高高くく、、

かかつつ 9900%%以以上上ととすするるこことと。。

 能能動動的的ななデデブブリリ除除去去にに関関すするる更更ななるる研研究究とと費費用用対対効効果果分分析析をを実実施施しし、、デデブブリリ数数をを安安定定化化ささせせるるここととをを目目標標

にに、、技技術術的的、、経経済済的的、、おおよよびび安安全全上上のの考考慮慮事事項項をを満満たたすす概概念念とと実実現現技技術術をを特特定定・・実実証証すするるこことと。。

 新新たたにに打打ちち上上げげらられれるる宇宇宙宙船船とと上上段段スステテーージジはは、、PPMMDD  ((PPoosstt  MMiissssiioonn  DDiissppoossaall：：ミミッッシショョンン終終了了後後廃廃棄棄処処置置))

故故障障時時にに備備ええてて AADDRR にに対対応応ででききるるこことと。。

ここれれをを実実現現すするる枠枠組組みみがが、、““SSppaaccee  TTrraaffffiicc  MMaannaaggeemmeenntt  ::  SSTTMM””（（宇宇宙宙交交通通管管理理））⇒⇒規規制制がが必必要要とと言言ええるる。。  

3 The Inter-Agency Space Debris Coordination Committee (IADC)（宇宙機関間デブリ問題調整委員会） 

出 典 ： NASA Orbital debris quarterly news, volume 

29,Issue1,February 2025 

出 典 ： Space Sustainability ：  An Overview, Victoria 

Samson, Secure World Foundation, Presentation for LSAS 

Aerospace and Defense Workshop, Tokyo, Japan, July 10, 

2024 
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